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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　基材層の一方の面側に、少なくとも金属箔層、腐食防止処理層、接着樹脂層、シーラン
ト層が順次積層され、かつ前記シーラント層同士をヒートシールして融着したヒートシー
ル部を有するリチウムイオン電池用外装材であって、
　前記接着樹脂層が複数層からなり、該接着樹脂層における前記シーラント層側の最表層
が層状の下記開裂誘導部であり、
　前記シーラント層が複数層からなり、該シーラント層内のいずれかの層が層状の下記開
裂誘導部であることを特徴とするリチウムイオン電池用外装材。
（接着樹脂層の開裂誘導部）
　前記最表層の総質量に対して、前記最表層を形成するベース樹脂に分散径１～１００μ
ｍで分散する非相溶系の熱可塑性樹脂が５～４０質量％配合され、開裂時の応力が、前記
ヒートシール部におけるシーラント層同士の融着面の開裂時の応力よりも小さい部分。
（シーラント層の開裂誘導部）
　前記シーラント層内の開裂誘導部となる層の総質量に対して、当該層を形成するベース
樹脂に分散径１～１００μｍで分散する非相溶系の熱可塑性樹脂が５～５０質量％配合さ
れ、開裂時の応力が、前記ヒートシール部におけるシーラント層同士の融着面の開裂時の
応力よりも小さい部分。
【請求項２】
　基材層の一方の面側に、少なくとも金属箔層、腐食防止処理層、接着樹脂層、シーラン
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ト層が順次積層され、かつ前記シーラント層同士をヒートシールして融着したヒートシー
ル部を有するリチウムイオン電池用外装材であって、
　前記接着樹脂層が複数層からなり、該接着樹脂層における前記シーラント層側の最表層
が層状の下記開裂誘導部であり、
　前記シーラント層が単層からなり、該シーラント層自体が層状の下記開裂誘導部である
ことを特徴とするリチウムイオン電池用外装材。
（接着樹脂層の開裂誘導部）
　前記最表層の総質量に対して、前記最表層を形成するベース樹脂に分散径１～１００μ
ｍで分散する非相溶系の熱可塑性樹脂が５～４０質量％配合され、開裂時の応力が、前記
ヒートシール部におけるシーラント層同士の融着面の開裂時の応力よりも小さい部分。
（シーラント層の開裂誘導部）
　前記シーラント層の総質量に対して、前記シーラント層を形成するベース樹脂に分散径
１～１００μｍで分散する非相溶系の熱可塑性樹脂が５～５０質量％配合され、開裂時の
応力が、前記ヒートシール部におけるシーラント層同士の融着面の開裂時の応力よりも小
さい部分。
【請求項３】
　基材層の一方の面側に、少なくとも金属箔層、腐食防止処理層、接着樹脂層、シーラン
ト層が順次積層され、かつ前記シーラント層同士をヒートシールして融着したヒートシー
ル部を有するリチウムイオン電池用外装材であって、
　前記接着樹脂層が単層からなり、該接着樹脂層自体が層状の下記開裂誘導部であり、
　前記シーラント層が複数層からなり、該シーラント層内のいずれかの層が層状の下記開
裂誘導部であることを特徴とするリチウムイオン電池用外装材。
（接着樹脂層の開裂誘導部）
　前記接着樹脂層の総質量に対して、前記接着樹脂層を形成するベース樹脂に分散径１～
１００μｍで分散する非相溶系の熱可塑性樹脂が５～４０質量％配合され、開裂時の応力
が、前記ヒートシール部におけるシーラント層同士の融着面の開裂時の応力よりも小さい
部分。
（シーラント層の開裂誘導部）
　前記シーラント層内の開裂誘導部となる層の総質量に対して、当該層を形成するベース
樹脂に分散径１～１００μｍで分散する非相溶系の熱可塑性樹脂が５～５０質量％配合さ
れ、開裂時の応力が、前記ヒートシール部におけるシーラント層同士の融着面の開裂時の
応力よりも小さい部分。
【請求項４】
　基材層の一方の面側に、少なくとも金属箔層、腐食防止処理層、接着樹脂層、シーラン
ト層が順次積層され、かつ前記シーラント層同士をヒートシールして融着したヒートシー
ル部を有するリチウムイオン電池用外装材であって、
　前記接着樹脂層が単層からなり、該接着樹脂層自体が層状の下記開裂誘導部であり、
　前記シーラント層が単層からなり、該シーラント層自体が層状の下記開裂誘導部である
ことを特徴とするリチウムイオン電池用外装材。
（接着樹脂層の開裂誘導部）
　前記接着樹脂層の総質量に対して、前記接着樹脂層を形成するベース樹脂に分散径１～
１００μｍで分散する非相溶系の熱可塑性樹脂が５～４０質量％配合され、開裂時の応力
が、前記ヒートシール部におけるシーラント層同士の融着面の開裂時の応力よりも小さい
部分。
（シーラント層の開裂誘導部）
　前記シーラント層の総質量に対して、前記シーラント層を形成するベース樹脂に分散径
１～１００μｍで分散する非相溶系の熱可塑性樹脂が５～５０質量％配合され、開裂時の
応力が、前記ヒートシール部におけるシーラント層同士の融着面の開裂時の応力よりも小
さい部分。
【請求項５】
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　前記腐食防止処理層が、３価クロムを含有する腐食防止処理剤で形成された層である請
求項１～４のいずれか一項に記載のリチウムイオン電池用外装材。
【請求項６】
　前記接着樹脂層が、酸変性エラストマー樹脂及び酸変性ポリオレフィン系樹脂の少なく
とも一方を含有する請求項１～５のいずれか一項に記載のリチウムイオン電池用外装材。
【請求項７】
　前記接着樹脂層及びシーラント層がいずれも熱可塑性樹脂を含有する１～６のいずれか
一項に記載のリチウムイオン電池用外装材。
【請求項８】
　基材層の一方の面側に、少なくとも金属箔層、腐食防止処理層、接着樹脂層、シーラン
ト層が順次積層され、かつ前記シーラント層同士をヒートシールして融着したヒートシー
ル部を有するリチウムイオン電池用外装材であって、
　前記シーラント層が複数層からなり、該シーラント層内のいずれかの層が層状の下記開
裂誘導部であり、
　前記基材層と金属箔層との間に成型向上層が形成されていることを特徴とするリチウム
イオン電池用外装材。
（シーラント層の開裂誘導部）
　前記シーラント層内の開裂誘導部となる層の総質量に対して、当該層を形成するベース
樹脂に分散径１～１００μｍで分散する非相溶系の熱可塑性樹脂が５～５０質量％配合さ
れ、開裂時の応力が、前記ヒートシール部におけるシーラント層同士の融着面の開裂時の
応力よりも小さい部分。
【請求項９】
　基材層の一方の面側に、少なくとも金属箔層、腐食防止処理層、接着樹脂層、シーラン
ト層が順次積層され、かつ前記シーラント層同士をヒートシールして融着したヒートシー
ル部を有するリチウムイオン電池用外装材であって、
　前記シーラント層が単層からなり、該シーラント層自体が層状の下記開裂誘導部であり
、
　前記基材層と金属箔層との間に成型向上層が形成されていることを特徴とするリチウム
イオン電池用外装材。
（シーラント層の開裂誘導部）
　前記シーラント層の総質量に対して、前記シーラント層を形成するベース樹脂に分散径
１～１００μｍで分散する非相溶系の熱可塑性樹脂が５～５０質量％配合され、開裂時の
応力が、前記ヒートシール部におけるシーラント層同士の融着面の開裂時の応力よりも小
さい部分。
【請求項１０】
　前記接着樹脂層が複数層からなり、該接着樹脂層における前記シーラント層側の最表層
が層状の下記開裂誘導部である請求項８又は９に記載のリチウムイオン電池用外装材。
（接着樹脂層の開裂誘導部）
　前記最表層の総質量に対して、前記最表層を形成するベース樹脂に分散径１～１００μ
ｍで分散する非相溶系の熱可塑性樹脂が５～４０質量％配合され、開裂時の応力が、前記
ヒートシール部におけるシーラント層同士の融着面の開裂時の応力よりも小さい部分。
【請求項１１】
　前記接着樹脂層が単層からなり、該接着樹脂層自体が層状の下記開裂誘導部である請求
項８又は９に記載のリチウムイオン電池用外装材。
（接着樹脂層の開裂誘導部）
　前記接着樹脂層の総質量に対して、前記接着樹脂層を形成するベース樹脂に分散径１～
１００μｍで分散する非相溶系の熱可塑性樹脂が５～４０質量％配合され、開裂時の応力
が、前記ヒートシール部におけるシーラント層同士の融着面の開裂時の応力よりも小さい
部分。
【請求項１２】
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　前記腐食防止処理層が、３価クロムを含有する腐食防止処理剤で形成された層である請
求項８～１１のいずれか一項に記載のリチウムイオン電池用外装材。
【請求項１３】
　前記接着樹脂層が、酸変性エラストマー樹脂及び酸変性ポリオレフィン系樹脂の少なく
とも一方を含有する請求項８～１２のいずれか一項に記載のリチウムイオン電池用外装材
。
【請求項１４】
　前記接着樹脂層及びシーラント層がいずれも熱可塑性樹脂を含有する請求項８～１３の
いずれか一項に記載のリチウムイオン電池用外装材。
【請求項１５】
　請求項１～１４のいずれか一項に記載のリチウムイオン電池用外装材を備えたリチウム
イオン電池。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、リチウムイオン電池用外装材及びリチウムイオン電池に関する。
【背景技術】
【０００２】
　二次電池としては、携帯電話、ノート型パソコンをはじめとする携帯機器の小型化に伴
い、高エネルギー密度で、軽量化が可能なリチウムイオン電池が多く採用されている。リ
チウムイオン電池用外装材（以下、単に「外装材」ということがある。）としては、特に
大型機器用の二次電池用途において、従来使用されていた缶型とは異なり、形状の自由度
、薄型化、軽量化、放熱性の点で優位であるラミネート型の外装材（例えば基材層／接着
剤層／アルミニウム箔層／接着樹脂層／シーラント層のような構成）が注目されている（
例えば、特許文献１）。
【０００３】
　ラミネート型の外装材を使用したリチウムイオン電池としては、（１）一辺が開口する
ように製袋し、その内部に、正極、負極、セパレータ、電解液等の電池内容物を収納した
後に密封した三方シールタイプ、四方シールタイプ、ピローパウチタイプ等の形態、（２
）外装材を冷間成型して凹部を形成し、前記凹部内に電池内容物を収納した後に密封した
エンボスタイプの形態がある。（１）、（２）いずれの形態についても、外装材のシーラ
ント層同士を合わせて端縁部をヒートシールにより融着することで密封が行われる。
【０００４】
　一方、リチウムイオン電池においては、電解質であるＬｉＰＦ６やＬｉＢＦ４が電池内
に浸入した水分と反応してフッ酸を発生させたり、過電圧による充電や過大電流での放電
等により電池内の圧力が持続的に上昇することがある。シーラント層の融着による密封は
、瞬間的な耐圧性には優れるものの、持続的な耐圧性は缶型の外装材に比べて劣っている
。そのため、ラミネート型の外装材を使用したリチウムイオン電池は、場合によっては、
電池内の持続的な圧力の上昇によって、外装材を融着した部分（以下、「ヒートシール部
」という。）が容易に開裂する、又はヒートシール部の手前で外装材が破断することがあ
る。電池内容物である電解液は可燃性を有しており、特に満充電状態の電池は内部に大き
な電気エネルギーを蓄えている。そのため、発火を防ぐために外装材のヒートシール部に
容易に開裂が生じる、又はヒートシール部の手前で外装材が破断することを防止すること
が重要である。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開２００１－２０２９２７号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
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【０００６】
　本発明は、電池内の圧力が持続的に上昇した場合であっても、ヒートシール部に容易に
開裂が生じる、又はヒートシール部の手前で外装材が破断することを抑制できるリチウム
イオン電池用外装材、及び該リチウムイオン電池用外装材を備えたリチウムイオン電池の
提供を目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明は、前記課題を解決するために以下の構成を採用した。
［１］基材層の一方の面側に、少なくとも金属箔層、腐食防止処理層、接着樹脂層、シー
ラント層が順次積層され、かつ前記シーラント層同士をヒートシールして融着したヒート
シール部を有するリチウムイオン電池用外装材であって、
　前記接着樹脂層が複数層からなり、該接着樹脂層における前記シーラント層側の最表層
が層状の下記開裂誘導部であり、
　前記シーラント層が複数層からなり、該シーラント層内のいずれかの層が層状の下記開
裂誘導部であることを特徴とするリチウムイオン電池用外装材。
（接着樹脂層の開裂誘導部）
　前記最表層の総質量に対して、前記最表層を形成するベース樹脂に分散径１～１００μ
ｍで分散する非相溶系の熱可塑性樹脂が５～４０質量％配合され、開裂時の応力が、前記
ヒートシール部におけるシーラント層同士の融着面の開裂時の応力よりも小さい部分。
（シーラント層の開裂誘導部）
　前記シーラント層内の開裂誘導部となる層の総質量に対して、当該層を形成するベース
樹脂に分散径１～１００μｍで分散する非相溶系の熱可塑性樹脂が５～５０質量％配合さ
れ、開裂時の応力が、前記ヒートシール部におけるシーラント層同士の融着面の開裂時の
応力よりも小さい部分。
［２］基材層の一方の面側に、少なくとも金属箔層、腐食防止処理層、接着樹脂層、シー
ラント層が順次積層され、かつ前記シーラント層同士をヒートシールして融着したヒート
シール部を有するリチウムイオン電池用外装材であって、
　前記接着樹脂層が複数層からなり、該接着樹脂層における前記シーラント層側の最表層
が層状の下記開裂誘導部であり、
　前記シーラント層が単層からなり、該シーラント層自体が層状の下記開裂誘導部である
ことを特徴とするリチウムイオン電池用外装材。
（接着樹脂層の開裂誘導部）
　前記最表層の総質量に対して、前記最表層を形成するベース樹脂に分散径１～１００μ
ｍで分散する非相溶系の熱可塑性樹脂が５～４０質量％配合され、開裂時の応力が、前記
ヒートシール部におけるシーラント層同士の融着面の開裂時の応力よりも小さい部分。
（シーラント層の開裂誘導部）
　前記シーラント層の総質量に対して、前記シーラント層を形成するベース樹脂に分散径
１～１００μｍで分散する非相溶系の熱可塑性樹脂が５～５０質量％配合され、開裂時の
応力が、前記ヒートシール部におけるシーラント層同士の融着面の開裂時の応力よりも小
さい部分。
［３］基材層の一方の面側に、少なくとも金属箔層、腐食防止処理層、接着樹脂層、シー
ラント層が順次積層され、かつ前記シーラント層同士をヒートシールして融着したヒート
シール部を有するリチウムイオン電池用外装材であって、
　前記接着樹脂層が単層からなり、該接着樹脂層自体が層状の下記開裂誘導部であり、
　前記シーラント層が複数層からなり、該シーラント層内のいずれかの層が層状の下記開
裂誘導部であることを特徴とするリチウムイオン電池用外装材。
（接着樹脂層の開裂誘導部）
　前記接着樹脂層の総質量に対して、前記接着樹脂層を形成するベース樹脂に分散径１～
１００μｍで分散する非相溶系の熱可塑性樹脂が５～４０質量％配合され、開裂時の応力
が、前記ヒートシール部におけるシーラント層同士の融着面の開裂時の応力よりも小さい
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部分。
（シーラント層の開裂誘導部）
　前記シーラント層内の開裂誘導部となる層の総質量に対して、当該層を形成するベース
樹脂に分散径１～１００μｍで分散する非相溶系の熱可塑性樹脂が５～５０質量％配合さ
れ、開裂時の応力が、前記ヒートシール部におけるシーラント層同士の融着面の開裂時の
応力よりも小さい部分。
［４］基材層の一方の面側に、少なくとも金属箔層、腐食防止処理層、接着樹脂層、シー
ラント層が順次積層され、かつ前記シーラント層同士をヒートシールして融着したヒート
シール部を有するリチウムイオン電池用外装材であって、
　前記接着樹脂層が単層からなり、該接着樹脂層自体が層状の下記開裂誘導部であり、
　前記シーラント層が単層からなり、該シーラント層自体が層状の下記開裂誘導部である
ことを特徴とするリチウムイオン電池用外装材。
（接着樹脂層の開裂誘導部）
　前記接着樹脂層の総質量に対して、前記接着樹脂層を形成するベース樹脂に分散径１～
１００μｍで分散する非相溶系の熱可塑性樹脂が５～４０質量％配合され、開裂時の応力
が、前記ヒートシール部におけるシーラント層同士の融着面の開裂時の応力よりも小さい
部分。
（シーラント層の開裂誘導部）
　前記シーラント層の総質量に対して、前記シーラント層を形成するベース樹脂に分散径
１～１００μｍで分散する非相溶系の熱可塑性樹脂が５～５０質量％配合され、開裂時の
応力が、前記ヒートシール部におけるシーラント層同士の融着面の開裂時の応力よりも小
さい部分。
［５］前記腐食防止処理層が、３価クロムを含有する腐食防止処理剤で形成された層であ
る［１］～［４］のいずれかに記載のリチウムイオン電池用外装材。
［６］前記接着樹脂層が、酸変性エラストマー樹脂及び酸変性ポリオレフィン系樹脂の少
なくとも一方を含有する［１］～［５］のいずれかに記載のリチウムイオン電池用外装材
。
［７］前記接着樹脂層及びシーラント層がいずれも熱可塑性樹脂を含有する［１］～［６
］のいずれかに記載のリチウムイオン電池用外装材。
［８］基材層の一方の面側に、少なくとも金属箔層、腐食防止処理層、接着樹脂層、シー
ラント層が順次積層され、かつ前記シーラント層同士をヒートシールして融着したヒート
シール部を有するリチウムイオン電池用外装材であって、
　前記シーラント層が複数層からなり、該シーラント層内のいずれかの層が層状の下記開
裂誘導部であり、
　前記基材層と金属箔層との間に成型向上層が形成されていることを特徴とするリチウム
イオン電池用外装材。
（シーラント層の開裂誘導部）
　前記シーラント層内の開裂誘導部となる層の総質量に対して、当該層を形成するベース
樹脂に分散径１～１００μｍで分散する非相溶系の熱可塑性樹脂が５～５０質量％配合さ
れ、開裂時の応力が、前記ヒートシール部におけるシーラント層同士の融着面の開裂時の
応力よりも小さい部分。
［９］基材層の一方の面側に、少なくとも金属箔層、腐食防止処理層、接着樹脂層、シー
ラント層が順次積層され、かつ前記シーラント層同士をヒートシールして融着したヒート
シール部を有するリチウムイオン電池用外装材であって、
　前記シーラント層が単層からなり、該シーラント層自体が層状の下記開裂誘導部であり
、
　前記基材層と金属箔層との間に成型向上層が形成されていることを特徴とするリチウム
イオン電池用外装材。
（シーラント層の開裂誘導部）
　前記シーラント層の総質量に対して、前記シーラント層を形成するベース樹脂に分散径
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１～１００μｍで分散する非相溶系の熱可塑性樹脂が５～５０質量％配合され、開裂時の
応力が、前記ヒートシール部におけるシーラント層同士の融着面の開裂時の応力よりも小
さい部分。
［１０］前記接着樹脂層が複数層からなり、該接着樹脂層における前記シーラント層側の
最表層が層状の下記開裂誘導部である［８］又は［９］に記載のリチウムイオン電池用外
装材。
（接着樹脂層の開裂誘導部）
　前記最表層の総質量に対して、前記最表層を形成するベース樹脂に分散径１～１００μ
ｍで分散する非相溶系の熱可塑性樹脂が５～４０質量％配合され、開裂時の応力が、前記
ヒートシール部におけるシーラント層同士の融着面の開裂時の応力よりも小さい部分。
［１１］前記接着樹脂層が単層からなり、該接着樹脂層自体が層状の下記開裂誘導部であ
る［８］又は［９］に記載のリチウムイオン電池用外装材。
（接着樹脂層の開裂誘導部）
　前記接着樹脂層の総質量に対して、前記接着樹脂層を形成するベース樹脂に分散径１～
１００μｍで分散する非相溶系の熱可塑性樹脂が５～４０質量％配合され、開裂時の応力
が、前記ヒートシール部におけるシーラント層同士の融着面の開裂時の応力よりも小さい
部分。
［１２］前記腐食防止処理層が、３価クロムを含有する腐食防止処理剤で形成された層で
ある［８］～［１１］のいずれかに記載のリチウムイオン電池用外装材。
［１３］前記接着樹脂層が、酸変性エラストマー樹脂及び酸変性ポリオレフィン系樹脂の
少なくとも一方を含有する［８］～［１２］のいずれかに記載のリチウムイオン電池用外
装材。
［１４］前記接着樹脂層及びシーラント層がいずれも熱可塑性樹脂を含有する［８］～［
１３］のいずれかに記載のリチウムイオン電池用外装材。
［１５］［１］～［１４］のいずれかに記載のリチウムイオン電池用外装材を備えたリチ
ウムイオン電池。
【発明の効果】
【０００８】
　本発明のリチウムイオン電池用外装材は、電池内の圧力が持続的に上昇した場合であっ
ても、ヒートシール部の低応力での開裂、又はヒートシール部手前での外装材の破断を抑
制できる。
　また、本発明のリチウムイオン電池は、本発明のリチウムイオン電池用外装材を備えて
いるため、電池内の圧力が持続的に上昇した場合であっても、ヒートシール部の低応力で
の開裂、又はヒートシール部の手前での外装材の破断が生じ難い。
【図面の簡単な説明】
【０００９】
【図１】本発明のリチウムイオン電池用外装材の一例を示した断面図である。
【図２】図１のリチウムイオン電池用外装材の剥離形態の一例を示した断面図である。
【図３】本発明のリチウムイオン電池用外装材の他の例を示した断面図である。
【図４】従来のリチウムイオン電池用外装材の一例を示した断面図である。
【図５】図４のリチウムイオン電池用外装材の剥離形態の一例を示した断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００１０】
　以下、本発明のリチウムイオン電池用外装材の実施形態の一例を示して詳細に説明する
。
［第１実施形態］
　本実施形態のリチウムイオン電池用外装材１（以下、「外装材１」という。）は、図１
に示すように、基材層１１の一方の面に、成型向上層１２、金属箔層１３、腐食防止処理
層１４、接着樹脂層１５、及びシーラント層１６が順次積層されており、シーラント層１
６同士をヒートシールして融着したヒートシール部１ａを有する。ヒートシール部１ａは
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、三方シールタイプ、四方シールタイプ、ピローパウチタイプ、エンボスタイプ等の形態
のリチウムイオン電池とする際、電池を密封するために行われるヒートシールにより形成
される部分である。
【００１１】
（基材層１１）
　基材層１１は、リチウムイオン電池を製造する際のシール工程における耐熱性を付与し
、加工や流通の際に起こりうるピンホールの発生を抑制する役割を果たす。
　基材層１１としては、絶縁性を有する樹脂層が好ましい。具体的には、例えば、ポリエ
ステル系樹脂、ポリアミド系樹脂、ポリオレフィン系樹脂等の延伸又は未延伸フィルム等
が挙げられる。なかでも、成型性、耐熱性、耐ピンホール性、絶縁性が向上する点から、
延伸ポリアミドフィルム、延伸ポリエステルフィルムが好ましい。
【００１２】
　基材層１１は、単層フィルムであってもよく、２層以上のフィルムが積層された積層フ
ィルムであってもよい。基材層１１が単層フィルムの場合は、二軸延伸ポリエステルフィ
ルム又は二軸延伸ポリアミドフィルムのいずれか一方が好ましい。基材層１１が積層フィ
ルムの場合は、二軸延伸ポリエステルフィルムと二軸延伸ポリアミドフィルムの積層フィ
ルムが好ましく、外側から順に二軸延伸ポリエステルフィルムと二軸延伸ポリアミドフィ
ルムが積層された積層フィルムがより好ましい。
　基材層１１の厚さは、６～４０μｍが好ましく、１０～２５μｍがより好ましい。
【００１３】
　基材層１１には、難燃剤、スリップ剤、アンチブロッキング剤、酸化防止剤、光安定剤
、粘着付与剤等の添加剤が分散、又は表面上に塗布されてもよい。
　スリップ剤としては、例えば、脂肪酸アミド（オレイン酸アミド、エルカ酸アミド、ス
テアリン酸アミド、ベヘニン酸アミド、エチレンビスオレイン酸アミド、エチレンビスエ
ルカ酸アミド等）等が挙げられる。
　アンチブロッキング剤としては、シリカ等の各種フィラー系のアンチブロッキング剤が
好ましい。
　添加剤は、１種を単独で使用してもよく、２種以上を併用してもよい。
【００１４】
（成型向上層１２）
　成型向上層１２は、基材層１１と金属箔層１３の密着性を向上させ、外装材１の成型性
を向上させる役割を果たす。成型向上層１２を設けることにより、成型の際に起こりうる
金属箔層１３のクラック、ピンホールの発生を抑制することが容易になる。成型向上層１
２としては、下記樹脂（Ａ）及びカップリング剤（Ｂ）の少なくとも一方を含有する層が
挙げられる。
　樹脂（Ａ）：ポリオレフィン系樹脂、ポリエーテル系樹脂、ポリエステル系樹脂、ポリ
ウレタン系樹脂、ポリビニル系樹脂、ポリスチレン系樹脂、ポリアクリル系樹脂、ポリア
ミド系樹脂、フェノール系樹脂、メラミン系樹脂、エポキシ系樹脂、不飽和ポリエステル
系樹脂、シリコーン系樹脂、ポリスルフォン系樹脂、ポリカーボネート系樹脂、ポリアリ
ル系樹脂及びアイオノマー樹脂からなる群から選ばれる１種以上の熱融着性樹脂。
　カップリング剤（Ｂ）：シラン系カップリング剤、チタネート系カップリング剤、アル
ミネート系カップリング剤及びジルコネート系カップリング剤からなる群から選ばれる１
種以上のカップリング剤。
　成型向上層１２は、樹脂（Ａ）又はカップリング剤（Ｂ）のいずれか一方を含有する層
であってもよく、樹脂（Ａ）とカップリング剤（Ｂ）を両方含有する層であってもよい。
【００１５】
　成型向上層１２に用いるポリオレフィン系樹脂としては、ポリエチレン、ポリプロピレ
ン、ポリブテン、αポリオレフィン、ポリメチルペンテン等が挙げられる。
　ポリエーテル系樹脂としては、ポリエーテルケトン、ポリエーテルエーテルケトン等が
挙げられる。
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　ポリエステル系樹脂としては、ポリエチレンテレフタレート、ポリエチレンナフタレー
ト、ポリトリメチレンテレフタレート、ポリブチレンテレフタレート、ポリブチレンナフ
タレート等が挙げられる。
　ポリウレタン系樹脂としては、ポリ－ｎ－ブチルイソシアネート、ポリ－ｎ－ヘキシル
イソシアネート、２－６－ポリウレタン等が挙げられる。
　ポリビニル系樹脂としては、エチレン・酢酸ビニル共重合、ポリ塩化ビニル、スチレン
ビニル、酢酸ビニル等が挙げられる。
　ポリスチレン系樹脂としては、スチレン・アクリロニトリル共重合体、アクリロニトリ
ル・ブタジエン・スチレン樹脂、耐衝撃性ポリスチレン等が挙げられる。
　ポリアクリル系樹脂としては、ポリメタクリル酸メチル、エチレン・メチルメタクリレ
ート共重合体、ポリカルボン酸等が挙げられる。
　フェノール系樹脂としては、ランダムノボラック型、ハイオルソノボラック型、アルカ
リレゾール型、アンモニアレゾール型、ベンジルエーテルレゾール型等の樹脂が挙げられ
る。
　ポリアミド系樹脂としては、ナイロン６、ナイロン１１、ナイロン１２、ナイロン６６
、ナイロン６１０、ナイロン６１２等が挙げられる。
　メラミン系樹脂としては、グアナミン、アニリン等が挙げられる。
　エポキシ系樹脂としては、グリシジルエステル型、グリシジルアミン型、環状脂肪族型
等の樹脂が挙げられる。
　不飽和ポリエステル系樹脂としては、オルソフタル酸系、イソフタル酸系、テレフタル
酸系、ジシクロ系、脂肪式飽和酸系、ビスフェノール系等の樹脂が挙げられる。
　シリコーン系樹脂としては、ポリジメチルシロキサン、ポリジエチルシロキサン、ポリ
メチルフェニルシロキサン等が挙げられる。
　ポリスルフォン系樹脂としては、ポリエーテルスルフォン、ポリスルフォン、ポリアリ
ルスルフォン、アリルポリフェニルスルフォン等が挙げられる。
　ポリカーボネート系樹脂としては、ポリテトラメチレンカーボネート、ポリペンタメチ
レンカーボネート、ポリヘキサメチレンカーボネート等が挙げられる。
　ポリアリル系樹脂としては、ポリアリルアミン、ポリアリルアミド、ポリアリルエーテ
ル、ポリアリルエーテルケトン等が挙げられる。
　アイオノマー樹脂としては、エチレン系、スチレン系、エラストマー系の樹脂やエチレ
ンカルボン酸共重合体をＮａ、Ｋ、Ｌｉ、Ｚｎ等のイオン源で重合したもの等が挙げられ
る。
【００１６】
　成型向上層１２に用いるシラン系カップリング剤としては、トリメトキシシラン、テト
ラメトキシシラン、ジフェニルジメトキシシラン、ジフェニルジエトキシシラン、グリシ
ドキシプロピルトリメトキシシラン等が挙げられる。
　チタネート系カップリング剤としては、トリメトキシチタネート、テトラメトキシチタ
ネート、テトラプロポキシチタネート、クロロトリメトキシチタネート、メチルトリエト
キシチタネート、ジエチルジエトキシチタネート、フェニルトリメトキシチタネート等が
挙げられる。
　アルミネート系カップリング剤としては、トリメトキシアルミネート、トリエトキシア
ルミネート、トリプロポキシアルミネート、テトラエトキシアルミネート等が挙げられる
。
　ジルコネート系カップリング剤としては、トリメトキシジルコネート、テトラメトキシ
ジルコネート、テトラプロポキシジルコネート、クロロトリエトキシジルコネート、エチ
ルトリメトキシジルコネート、フェニルトリメトキシジルコネート等が挙げられる。
【００１７】
　外装材１は、基材層１１と金属箔層１３の間に成型向上層１２が設けられていることで
、基材層１１と金属箔層１３の密着強度が増大するので、例えば冷間成型の際に引張り及
び圧縮応力が外装材１に付与された場合でも、基材層１１と金属箔層１３の密着性を充分
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に確保することが容易になる。これにより、外装材１の成型性が向上する。つまり、基材
層１１と金属箔層１３の剥離を抑制やすくなるので、その部分から金属箔層１３が破断し
たり、ピンホールが生じたりすることを抑制しやすい。
　また、成型向上層１２は、基材層１１と金属箔層１３との間で緩衝層としても機能する
。つまり、成型向上層１２により、成型時に加わる応力を緩和し、成型時に金属箔層１３
が破断することを抑制できるため、成型性が向上する。特に、成型向上層１２を樹脂（Ａ
）で形成した場合、成型時の緩衝層としての効果がより良好に発揮される。
【００１８】
　この例の成型向上層１２は、接着剤層を兼ねている。成型向上層１２が接着剤層を兼ね
るようにする形態としては、例えば、樹脂（Ａ）のなかでもポリオレフィン系樹脂、ポリ
エステル系樹脂等の熱接着性の樹脂を使用する形態、接着剤を含有させる形態が挙げられ
る。
　成型向上層１２に含有させる接着剤としては、ポリエステルポリオール、ポリエーテル
ポリオール、アクリルポリオール等の主剤に、硬化剤として２官能以上の芳香族系又は脂
肪族系イソシアネートを作用させる２液硬化型のポリウレタン系接着剤が好ましい。
　主剤が有する水酸基に対する硬化剤が有するイソシアネート基のモル比（ＮＣＯ／ＯＨ
）は、１～１０が好ましく、２～５がより好ましい。
【００１９】
　カップリング剤（Ｂ）及び比較的硬い樹脂（ポリビニル系樹脂、ポリスチレン系樹脂、
エポキシ系樹脂等。）の場合、成型向上層１２の厚さは、２０ｎｍ～５００ｎｍが好まし
く、２０～１００ｎｍがより好ましい。成型向上層１２の厚さが２０ｎｍ以上であれば、
皮膜ヌケ、ムラ等の発生を抑制しやすく、密着強度が充分に得られやすい。成型向上層１
２の厚さが５００ｎｍ以下であれば、成型向上層１２が硬くなりすぎることを抑制しやす
く、優れた成型性が得られやすい。
　また、成型向上層１２に弾性に富む成分（ポリウレタン系樹脂、シリコーン系樹脂等。
）を使用し、応力を緩和する機能を付与する場合、成型向上層１２の厚さは、５００ｎｍ
～５０μｍが好ましい。成型向上層１２の厚さが２０ｎｍ以上であれば、充分な密着強度
が得られやすい。また、成型向上層１２の厚さが５０μｍを超えても、応力を緩和する効
果はあまり変化しないのでコスト面で不利である。
　成型向上層１２は、１層であってもよく、２層以上であってもよい。
【００２０】
（金属箔層１３）
　金属箔層１３としては、アルミニウム、ステンレス綱等の各種金属箔を使用することが
でき、防湿性、延展性等の加工性、コストの面から、アルミニウム箔が好ましい。
　アルミニウム箔としては、例えば、公知の軟質アルミニウム箔が使用でき、耐ピンホー
ル性、及び成型時の延展性の点から、鉄を含むアルミニウム箔が好ましい。アルミニウム
箔（１００質量％）中の鉄の含有量は、０．１～９．０質量％が好ましく、０．５～２．
０質量％がより好ましい。鉄の含有量が下限値以上であれば耐ピンホール性、延展性が向
上する。鉄の含有量が上限値以下であれば、柔軟性が向上する。
【００２１】
　金属箔層１３の厚さは、バリア性、耐ピンホール性、加工性の点から、９～２００μｍ
が好ましく、１５～２００μｍがより好ましい。
【００２２】
　金属箔層１３には、未処理のアルミニウム箔も使用してもよいが、脱脂処理を施したア
ルミニウム箔が好ましい。脱脂処理としては、大きく区分するとウェットタイプとドライ
タイプに分けられる。
　ウェットタイプの脱脂処理としては、例えば、酸脱脂やアルカリ脱脂等が挙げられる。
酸脱脂に使用する酸としては、例えば、硫酸、硝酸、塩酸、フッ酸等の無機酸が挙げられ
る。これらの酸は、１種を単独で使用してもよく、２種以上を併用してもよい。また、ア
ルミニウム箔のエッチング効果が向上する点から、必要に応じて鉄イオン等の供給源とな
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る各種金属塩を配合してもよい。アルカリ脱脂に使用するアルカリとしては、例えば、エ
ッチング効果が高いものとして水酸化ナトリウム等が挙げられる。また、弱アルカリ系や
界面活性剤を配合したものが挙げられる。ウェットタイプの脱脂処理は、浸漬法やスプレ
ー法で行われる。
　ドライタイプの脱脂処理としては、例えば、アルミニウム箔を焼鈍処理する工程におい
て、その処理時間を長くすることで脱脂処理を行う方法が挙げられる。また、該脱脂処理
の他にも、フレーム処理、コロナ処理等が挙げられる。さらに、特定波長の紫外線を照射
して発生する活性酸素により、汚染物質を酸化分解及び除去する脱脂処理を採用してもよ
い。
【００２３】
（腐食防止処理層１４）
　腐食防止処理層１４は、電解液と水分との反応により発生するフッ酸による金属箔層１
３の腐食を防止し、また塗れ性を向上させて接着樹脂層１５との密着性を向上させる役割
を果たす。
　腐食防止処理層１４は、例えば、リン酸クロメート処理、塗布型クロメート処理等のク
ロム系化成処理、あるいは、ジルコニウム、チタン等のノンクロメート系化成処理等によ
り形成できる。なかでも、その効果に特に優れると共に廃液処理の観点から、塗布型クロ
メート処理により形成される層であることが好ましい。また、３価クロムを含有する腐食
防止処理剤によるクロメート処理は、環境破壊物質である６価クロムを使用する場合に比
べて環境付加が小さい点で好ましい。
　腐食防止処理層１４は、金属箔層１３の耐食性が充分に得られる塗膜であれば前記処理
で形成した塗膜には限定されない。例えば、リン酸塩処理、ベーマイト処理等により形成
してもよい。
【００２４】
　腐食防止処理層１４は、単層であってもよく、複数層であってもよい。
　腐食防止処理層１４の厚さは、腐食防止機能とアンカーとしての機能の点から、１０ｎ
ｍ～５μｍが好ましく、２０ｎｍ～５００ｎｍがより好ましい。
【００２５】
（接着樹脂層１５）
　接着樹脂層１５は、シーラント層１６と、腐食防止処理層１４が形成された金属箔層１
３とを接着する層である。
　接着樹脂層１５を構成する樹脂としては、熱可塑性樹脂が好ましい。具体的には、例え
ば、ポリオレフィン系樹脂、エラストマー樹脂、ポリオレフィン系樹脂に無水マレイン酸
等の酸をグラフト変性させた酸変性ポリオレフィン系樹脂、エラストマー樹脂に、無水マ
レイン酸等の酸をグラフト変性させた酸変性エラストマー樹脂が挙げられる。なかでも、
金属箔層１３への優れた接着性から、酸変性エラストマー樹脂及び酸変性ポリオレフィン
系樹脂の少なくとも一方が好ましく、酸変性ポリオレフィン系樹脂がより好ましい。
【００２６】
　ポリオレフィン系樹脂としては、例えば、低密度、中密度、高密度のポリエチレン；エ
チレン－αオレフィン共重合体、ホモ、ブロック又はランダムポリプロピレン、プロピレ
ン－αオレフィン共重合体等が挙げられる。これらポリオレフィン系樹脂は、１種を単独
で使用してもよく、２種以上を併用してもよい。ポリオレフィン系樹脂及び酸変性ポリオ
レフィン系樹脂は、電解液等の耐内容物特性がより優れており、フッ酸発生時でも接着樹
脂の劣化による密着力の低下を抑制しやすい。
　エラストマー樹脂としては、例えば、スチレン系又はオレフィン系の熱可塑性エラスト
マー等が挙げられる。
【００２７】
　接着樹脂層１５は、単層であってもよく、複数層であってもよい。
　接着樹脂層１５の厚さは、１～４０μｍが好ましく、５～２０μｍがより好ましい。接
着樹脂層１５の厚さが１μｍ以上であれば、充分な接着強度が得られやすい。接着樹脂層
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１５の厚さが４０μｍ以下であれば、シール端面から電池内部に透過する水分量を低減し
やすい。
【００２８】
（シーラント層１６）
　シーラント層１６は、外装材１の内層であり、電池組み立て時に熱融着される層である
。つまり、シーラント層１６は、熱融着性のフィルムにより形成される層である。外装材
１のシーラント層１６同士を向かい合わせにし、シーラント層１６の融解温度以上でヒー
トシールすることにより、リチウムイオン電池を密閉できる。
　シーラント層１６を構成する樹脂としては、耐衝撃性及びヒートシール性に優れたリチ
ウムイオン電池が得られやすい点から、熱可塑性樹脂が好ましく、ポリエチレン、ポリプ
ロピレン等のポリオレフィン系樹脂がより好ましい。
　ポリプロピレンとしては、ホモ、ブロック又はランダムポリプロピレンが挙げられる。
【００２９】
　シーラント層１６は、単層フィルムからなる層であってもよく、多層フィルムからなる
層であってもよい。例えば、防湿性を付与する目的で、エチレン－環状オレフィン共重合
体、ポリメチルペンテン等の樹脂を介在させた多層フィルムを用いてもよい。
　シーラント層１６の厚さは、２５～１００μｍが好しい。シーラント層１６の厚さが２
５μｍ以上であれば、優れたヒートシール性が得られやすい。シーラント層１６の厚さが
１００μｍ以下であれば、シール端面から電池内部に透過する水分量を低減しやすい。
　シーラント層１６には、難燃剤、スリップ剤、酸化防止剤、光安定剤、粘着付与剤等を
配合又は塗布してもよい。これらは、１種を単独で使用してもよく、２種以上を併用して
もよい。
【００３０】
　外装材１においては、接着樹脂層１５及びシーラント層１６が、いずれも熱可塑性樹脂
を含有することが好ましい。これにより、外装材１の耐衝撃性及びヒートシール性が向上
する。
【００３１】
（開裂誘導部）
　本発明者は、ラミネート型の外装材のヒートシール部における低応力での開裂、又はヒ
ートシール部手前での外装材の破断の発生について詳細に検討した。
　本発明の外装材のような積層フィルムにおける剥離形態としては、接着性を有する層と
それ以外の層の界面において開裂が進行する界面剥離、接着性を有する層同士が積層され
ている場合にそれらの層間で開裂が進行する層間剥離、接着性を有する層の内部で開裂が
進行する凝集剥離の３種類が考えられる。これらの剥離形態については、開裂時の応力、
夾雑物シール性で比較すると、以下の関係がある。
　界面剥離＜層間剥離≦凝集剥離。
　界面剥離は、一般に開裂時の応力が小さく、開裂が進行しやすい。また、凝集剥離は相
溶性が高い同種成分内で開裂が進行するため、異種成分同士の層間で開裂が進行する層間
剥離に比べて開裂時の応力が大きくなることがある。
【００３２】
　リチウムイオン電池におけるラミネート型の外装材のヒートシール部では、シーラント
層の融着面に剥離のきっかけが生じると、開裂が接着樹脂層と腐食防止処理層の界面へと
移行し、そこから界面剥離の形態で開裂が進行して開裂応力が低くなる。図４に従来のリ
チウムイオン電池用外装材１０１（以下、「外装材１０１」という。）を示して具体的に
説明する。
　外装材１０１は、基材層１１１の一方の面に、成型向上層１１２、金属箔層１１３、腐
食防止処理層１１４、接着樹脂層１１５、及びシーラント層１１６が順次積層された多層
フィルムであり、シーラント層１６同士をヒートシールして融着したヒートシール部１０
１ａを有する。外装材１０１は、ヒートシール部１０１ａを形成することで内部に電池内
容物を収納できるようになっている。このような従来の外装材１０１では、内部の圧力が
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フッ酸の発生等で上昇し、ヒートシール部１０１におけるシーラント層１１６同士の融着
面１１６ａの内部側の縁部分１１６ｂに剥離のきっかけが生じた場合でも、開裂が進行し
難くなるように、接着樹脂層１１５及びシーラント層１１６の内部又は層間での開裂時の
応力を、シーラント層１１６同士の融着面１１６ａの開裂時の応力と同等に高く設定して
いる。しかし、従来の外装材１０１では、図５に示すように、ヒートシール部１０１ａの
内部近傍で、開裂が接着樹脂層１１５と腐食防止処理層１１４の界面へと移行し、そこか
ら界面剥離の剥離形態で開裂が進行することで低い応力で開裂し、要求される強度が得ら
れないことがわかった。
【００３３】
　本発明の外装材１では、接着樹脂層１５及びシーラント層１６の少なくとも一方が、層
状の開裂誘導部を有することを特徴とする。開裂誘導部は、開裂時の応力が、ヒートシー
ル部１ａにおけるシーラント層１６同士の融着面１６ａの開裂時の応力よりも小さい部分
である。接着樹脂層１５及びシーラント層１６の少なくとも一方が開裂誘導部を有する外
装材１では、シーラント層１６同士の融着面１６ａの内部側の縁部分１６ｂで剥離のきっ
かけが生じた際、開裂の進行が開裂誘導部に誘導される。例えば、シーラント層１６を開
裂誘導部とした場合、図２に示すように、シーラント層１６同士の融着面１６ａの内部側
の縁部分１６ｂで剥離のきっかけが生じた際、開裂の進行が開裂誘導部としたシーラント
層１６に誘導される。これにより、ヒートシール部１ａの内部近傍において開裂が接着樹
脂層１５と腐食防止処理層１４の界面へと移行することが抑制され、剥離形態が界面剥離
となることが抑制されるので、結果的に外装材１に低応力での開裂及び破断が生じ難くな
る。
【００３４】
　開裂誘導部は、接着樹脂層１５とシーラント層１６の少なくとも一方が有する。開裂誘
導部の形態としては、すなわち下記形態（ａ）～（ｃ）が挙げられる。
　（ａ）接着樹脂層１５のみが開裂誘導部を有する形態。
　（ｂ）シーラント層１６のみが開裂誘導部を有する形態。
　（ｃ）接着樹脂層１５とシーラント層１６の両方が開裂誘導部を有する形態。
【００３５】
　形態（ａ）としては、例えば、下記形態（ａ１）及び（ａ２）が挙げられる。
　（ａ１）接着樹脂層１５が単層からなり、該接着樹脂層１５自体が開裂誘導部である。
　（ａ２）接着樹脂層１５が複数層からなり、該接着樹脂層１５のいずれかの層が開裂誘
導部である。
【００３６】
　形態（ａ１）：
　形態（ａ１）としては、例えば、単層の接着樹脂層１５に、非相溶系の熱可塑性樹脂、
及びアンチブロッキング剤、フィラー等の各種添加剤から選ばれる１種以上を配合するこ
とで、接着樹脂層１５自体を開裂誘導部とする形態（ａ１１）が挙げられる。前記成分を
配合することで接着樹脂層１５内での同種樹脂部分の融着面積が小さくなり、接着樹脂層
１５内での開裂時の応力を小さくできる。形態（ａ１１）では、開裂が接着樹脂層１５と
シーラント層１６の層間、又は接着樹脂層１５の内部に誘導され、剥離形態が層間剥離又
は凝集剥離に誘導される。
　形態（ａ１）は、開裂誘導部の厚さが厚いほど、開裂が進行する際に糸引きが促進され
やすくなるので、外装材１がより剥離し難くなる。
【００３７】
　非相溶系の熱可塑性樹脂とは、ベース樹脂に分散径１～１００μｍで分散する樹脂を意
味する。なお、前記分散径は、以下の方法で測定される。外装材から所定の大きさの試料
片を切り出し、該試料片を樹脂で抱埋したものをウルトラミクロトームにより断面切削す
る。その後、四酸化ルテニウムにより７０℃で２～４時間染色し、再度ウルトラミクロト
ームで断面切削して、染色された断面について白金蒸着（導通処理）を行った後に走査型
電子顕微鏡（ＳＥＭ）又は透過型電子顕微鏡（ＴＥＭ）により観察し、測定した最大径を
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分散径とする。
【００３８】
　非相溶系の熱可塑性樹脂の具体例としては、例えば、ベース樹脂がポリオレフィン系樹
脂の場合には、ポリスチレン、天然ゴム、熱可塑性エラストマー等が挙げられる。なかで
も、高いヒートシール強度の発現性の点から、熱可塑性エラストマーが好ましく、スチレ
ン系エラストマーがより好ましい。また、スチレン系エラストマーとしては、スチレン・
エチレン・ブチレン・スチレン共重合体及びスチレン・エチレン・プロピレン・スチレン
共重合体の少なくとも一方が好ましい。
【００３９】
　アンチブロッキング剤としては、微粉シリカ、ゼオライト、タルク等が挙げられる。な
かでも、高いヒートシール強度の発現性の点から、微粉シリカが好ましい。
【００４０】
　形態（ａ１１）において接着樹脂層１５に非相溶系の熱可塑性樹脂を配合する場合、接
着樹脂層１５（１００質量％）におけるその配合量は、５～４０質量％であり、１０～２
５質量％が好ましい。前記配合量が４０質量％を超えると、ヒートシール部１ａにおける
シーラント層１６同士の融着面１６ａの内部側の縁部分１６ｂに剥離のきっかけが生じた
際に、開裂の進行を開裂誘導部に誘導しやすいが、ヒートシール強度が低下する。前記配
合量が５質量％未満であると、開裂が安定せず、誘導が不充分になる。
　形態（ａ１１）において接着樹脂層１５に前記添加剤を配合する場合、接着樹脂層１５
（１００質量％）におけるその配合量は、５～５０質量％であり、１０～３０質量％が好
ましい。前記配合量が５０質量％を超えると、ヒートシール部１ａにおけるシーラント層
１６同士の融着面１６ａの内部側の縁部分１６ｂに剥離のきっかけが生じた際に、開裂の
進行を開裂誘導部に誘導しやすいが、ヒートシール強度が低下する。前記配合量が５質量
％未満であると、開裂が安定せず、誘導が不充分になる。
【００４１】
　形態（ａ２）：
　形態（ａ２）においては、複数層の接着樹脂層１５における開裂誘導部とする層は、１
層でもよく２層以上でもよい。形態（ａ２）においては、複数層の接着樹脂層１５におけ
るシーラント層１６側の最表層を開裂誘導部とする形態が好ましい。
　形態（ａ２）としては、例えば、複数層の接着樹脂層１５のいずれかの層に、非相溶系
の熱可塑性樹脂、又は、アンチブロッキング剤、フィラー等の各種添加剤を配合すること
で、接着樹脂層１５におけるいずれかの層を開裂誘導部とした形態（ａ２１）が挙げられ
る。前記成分を配合することで、接着樹脂層１５におけるいずれかの層の同種樹脂部分の
融着面積を小さくし、開裂時の応力を小さくできる。形態（ａ２１）では、接着樹脂層１
５における開裂誘導部となる層の内部、又は開裂が接着樹脂層１５における開裂誘導部で
ある層と開裂誘導部でない層の層間に開裂が誘導され、剥離形態が層間剥離又は凝集剥離
となる。また、複数層の接着樹脂層１５におけるシーラント層１６側の最表層を開裂誘導
部とした場合、該最表層の内部、又は該最表層とシーラント層１６の層間に開裂が誘導さ
れ、剥離形態が層間剥離又は凝集剥離に誘導される。
【００４２】
　非相溶系の熱可塑性樹脂としては、前記形態（ａ１１）で挙げたものと同じものが挙げ
られ、好ましい形態も同じである。
　添加剤としては、前記形態（ａ１１）で挙げたものと同じものが挙げられ、好ましい形
態も同じである。
【００４３】
　形態（ａ２１）において非相溶系の熱可塑性樹脂を配合する場合、接着樹脂層１５にお
ける配合する層の総質量（１００質量％）に対する配合量は、５～４０質量％であり、１
０～２５質量％が好ましい。前記配合量が４０質量％を超えると、ヒートシール部１ａに
おけるシーラント層１６同士の融着面１６ａの内部側の縁部分１６ｂに剥離のきっかけが
生じた際に、開裂の進行を開裂誘導部に誘導しやすいが、ヒートシール強度が低下する。
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前記配合量が５質量％未満であると、開裂が安定せず、誘導が不充分になる。
　形態（ａ２１）において添加剤を配合する場合、接着樹脂層１５における配合する層の
総質量（１００質量％）に対する配合量は、５～５０質量％であり、１０～３０質量％が
好ましい。前記配合量が５０質量％を超えると、ヒートシール部１ａにおけるシーラント
層１６同士の融着面１６ａの内部側の縁部分１６ｂに剥離のきっかけが生じた際に、開裂
の進行を開裂誘導部に誘導しやすいが、ヒートシール強度が低下する。前記配合量が５質
量％未満であると、開裂が安定せず、誘導が不充分になる。
【００４４】
　形態（ｂ）としては、下記形態（ｂ１）及び（ｂ２）が挙げられる。
　（ｂ１）シーラント層１６が単層からなり、該シーラント層１６自体が開裂誘導部であ
る。
　（ｂ２）シーラント層１６が複数層からなり、該シーラント層１６のいずれかの層が開
裂誘導部である。
【００４５】
　形態（ｂ１）としては、例えば、単層のシーラント層１６に、非相溶系の熱可塑性樹脂
、及びアンチブロッキング剤、フィラー等の各種添加剤から選ばれる１種以上を配合する
ことで、シーラント層１６自体を開裂誘導部とする形態（ｂ１１）が挙げられる。前記成
分を配合することでシーラント層１６内での同種樹脂部分の融着面積が小さくなり、シー
ラント層１６内での開裂時の応力を小さくできる。形態（ｂ１１）では、開裂が接着樹脂
層１５とシーラント層１６の層間、又はシーラント層１６の内部に誘導され、剥離形態が
層間剥離又は凝集剥離に誘導される。
　非相溶系の熱可塑性樹脂及び添加剤については、前記形態（ａ１１）で挙げたものと同
じものが挙げられ、好ましい形態も同じである。
　形態（ｂ１）は、開裂誘導部の厚さが厚いほど、開裂が進行する際に糸引きが促進され
やすくなるので、外装材１がより剥離し難くなる。
【００４６】
　形態（ｂ１１）においてシーラント層１６に非相溶系の熱可塑性樹脂を配合する場合、
シーラント層１６（１００質量％）におけるその配合量は、５～５０質量％であり、１０
～２５質量％が好ましい。前記配合量が５０質量％を超えると、ヒートシール部１ａにお
けるシーラント層１６同士の融着面１６ａの内部側の縁部分１６ｂに剥離のきっかけが生
じた際に、開裂の進行を開裂誘導部に誘導しやすいが、ヒートシール強度が低下する。前
記配合量が５質量％未満であると、開裂が安定せず、誘導が不充分になる。
　シーラント層１６に前記添加剤を配合する場合、シーラント層１６（１００質量％）に
おけるその配合量は、５～５０質量％であり、１０～３０質量％が好ましい。前記配合量
が５０質量％を超えると、ヒートシール部１ａにおけるシーラント層１６同士の融着面１
６ａの内部側の縁部分１６ｂに剥離のきっかけが生じた際に、開裂の進行を開裂誘導部に
誘導しやすいが、ヒートシール強度が低下する。前記配合量が５質量％未満であると、開
裂が安定せず、誘導が不充分になる。
【００４７】
　形態（ｂ２）：
　形態（ｂ２）においては、複数層のシーラント層１６における開裂誘導部とする層は、
１層でもよく２層以上でもよい。形態（ｂ２）においては、複数層のシーラント層１６に
おける接着樹脂層１５側の最表層と、融着面１６ａ側の最表層の少なくとも一方を開裂誘
導部とする形態が好ましい。
　形態（ｂ２）としては、例えば、複数層のシーラント層１６のいずれかの層に、非相溶
系の熱可塑性樹脂、又は、アンチブロッキング剤、フィラー等の各種添加剤を配合するこ
とで、シーラント層１６におけるいずれかの層を開裂誘導部とした形態（ｂ２１）が挙げ
られる。前記成分を配合することで、シーラント層１６におけるいずれかの層の同種樹脂
部分の融着面積を小さくし、開裂時の応力を小さくできる。形態（ａ２１）では、シーラ
ント層１６における開裂誘導部となる層の内部、又は開裂がシーラント層１６における開
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裂誘導部である層と開裂誘導部でない層の層間に開裂が誘導され、剥離形態が層間剥離又
は凝集剥離に誘導される。また、複数層のシーラント層１６における接着樹脂層１５側の
最表層を開裂誘導部とした場合、該最表層の内部、又は該最表層とシーラント層１６の層
間に開裂が誘導され、剥離形態が層間剥離又は凝集剥離に誘導される。
　非相溶系の熱可塑性樹脂及び添加剤については、前記形態（ａ２１）で挙げたものと同
じものが挙げられ、好ましい形態も同じである。
【００４８】
　形態（ｂ２１）において非相溶系の熱可塑性樹脂を配合する場合、シーラント層１６に
おける配合する層の総質量（１００質量％）に対する配合量は、５～５０質量％であり、
１０～２５質量％が好ましい。前記配合量が５０質量％を超えると、ヒートシール部１ａ
におけるシーラント層１６同士の融着面１６ａの内部側の縁部分１６ｂに剥離のきっかけ
が生じた際に、開裂の進行を開裂誘導部に誘導しやすいが、ヒートシール強度が低下する
。前記配合量が５質量％未満であると、開裂が安定せず、誘導が不充分になる。
　形態（ｂ２１）において添加剤を配合する場合、シーラント層１６における配合する層
の総質量（１００質量％）に対する配合量は、５～５０質量％であり、１０～３０質量％
が好ましい。前記配合量が５０質量％を超えると、ヒートシール部１ａにおけるシーラン
ト層１６同士の融着面１６ａの内部側の縁部分１６ｂに剥離のきっかけが生じた際に、開
裂の進行を開裂誘導部に誘導しやすいが、ヒートシール強度が低下する。前記配合量が５
質量％未満であると、開裂が安定せず、誘導が不充分になる。
【００４９】
　形態（ｃ）としては、例えば、前記形態（ａ１１）と形態（ｂ１１）を組み合わせた形
態（ｃ１）、前記形態（ａ１１）と形態（ｂ２１）を組み合わせた形態（ｃ２）、前記形
態（ａ２１）と形態（ｂ１１）を組み合わせた形態（ｃ３）、前記形態（ａ２１）と形態
（ｂ２１）を組み合わせた形態（ｃ４）等が挙げられる。
【００５０】
　外装材１では、接着樹脂層１５及びシーラント層１６を単層としたり、複数層としたり
して、開裂誘導部を設ける位置の制御、つまり剥離面の制御ができる。開裂誘導部は、シ
ーラント層１６の融着面１６ａに近いことが好ましい。つまり、接着樹脂層１５よりもシ
ーラント層１６に形成されることが好ましく、シーラント層１６が複数層からなる場合は
、融着面１６ａ側の層が開裂誘導部であることが好ましい。これにより、開裂が接着樹脂
層１５と腐食防止処理層１４の界面に達して界面剥離が生じることを抑制することが容易
になり、より安定して高い剥離強度を得ることができる。
【００５１】
　ラミネート型の外装材を使用したリチウムイオン電池において外装材に要求される剥離
強度には、開裂が始まった直後の剥離強度（以下、「バースト強度」という。）と、開裂
が持続的に進行している際の剥離強度（以下、「シール強度」という。）の２種類がある
。
　外装材１のシール強度は、３０Ｎ／１５ｍｍ以上が好ましく、４０Ｎ／１５ｍｍ以上が
より好ましい。
　外装材１のバースト強度は、シール強度よりも５Ｎ／１５ｍｍ以上高いことが好ましく
、シール強度よりも１０Ｎ／１５ｍｍ以上高いことがより好ましい。
　前記バースト強度及びシール強度は、シーラント層同士を重ね合わせてヒートシールし
てヒートシール部を形成した外装材から縦１００ｍｍ×横１５ｍｍの短冊状の試料片を切
り出し、該試料片について、ＪＩＳ　Ｚ１７１３に準拠して、引張速度３００ｍｍ／分の
条件で測定した値である。
【００５２】
（製造方法）
　以下、外装材１の製造方法について説明する。ただし、外装材１の製造方法は以下に記
載する方法には限定されない。
　外装材１の製造方法としては、例えば、下記工程（Ｉ）～（IV）を有する方法が挙げら
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れる。
　（Ｉ）金属箔層１３上に、腐食防止処理層１４を形成する工程。
　（II）金属箔層１３における腐食防止処理層１４を形成した側と反対側に、接着層を兼
ねる成型向上層１２を介して基材層１１を貼り合わせる工程。
　（III）金属箔層１３の腐食防止処理層１４側に、接着樹脂層１５を介してシーラント
層１６を貼り合わせる工程。
　（IV）得られた積層体を、シーラント層１６同士が向かい合うようにしてヒートシール
し、ヒートシール部１ａを形成する工程。
【００５３】
　工程（Ｉ）：
　金属箔層１３の一方の面に、例えば、金属化合物、リン化合物、バインダー樹脂、架橋
剤から構成される腐食防止処理剤を塗工し、乾燥・硬化を行って腐食防止処理層１４を形
成する。
　塗工方法としては、公知の方法を採用でき、例えば、グラビアコータ、グラビアリバー
スコータ、ロールコータ、リバースロールコータ、ダイコータ、バーコータ、キスコータ
、コンマコータ等が挙げられる。
　なお、前述したように、金属箔層１３は、未処理の金属箔を用いてもよく、ウェットタ
イプ又はドライタイプの前処理を施した金属箔を用いてもよい。
【００５４】
　工程（II）：
　例えば、ポリウレタン系接着剤等の接着剤と、成型向上層１２を形成する前記樹脂（Ａ
）及びカップリング剤（Ｂ）の少なくとも一方とを含有する混合物を使用して、ドライラ
ミネーション、ノンソルベントラミネーション、ウエットラミネーション等の手法により
、金属箔層１３における腐食防止処理層１４を形成した側と反対側に基材層１１を貼り合
わせる。また、熱融着性を有する樹脂（Ａ）を使用する場合、押し出し等の方法で接着樹
脂層１５を形成し、熱ラミネーションにより基材層１１を貼り合せてもよい。
【００５５】
　工程（III）：
　例えば、工程（II）で得られた積層体の腐食防止処理層１４側に、接着樹脂層１５を形
成する接着樹脂を使用してシーラント層１６を積層する。
　積層方法としては、ウェットラミネーション、押し出しラミネーション、ドライラミネ
ーション、ホットメルトラミネーション、ノンソルベントラミネーション、ヒートラミネ
ーション等が挙げられる。その後、腐食防止処理層１４と接着樹脂層１５の密着性を向上
させる目的で、熱処理（エージング処理や熱ラミネート等。）を施すことが好ましい。
　また、接着樹脂層１５とシーラント層１６を形成する樹脂を共押出することで多層フィ
ルムを作成し、該積層フィルムを前記積層体の腐食防止処理層１４上に熱ラミネートによ
り積層させてもよい。
【００５６】
　工程（IV）：
　例えば、得られた積層体のシーラント層１６同士が向かい合うように重ね合わせ、端縁
部をヒートシールしてヒートシール部１ａを形成する。ヒートシールの条件は、公知の条
件を適宜採用できる。
　ヒートシール部を形成した外装材１の形態は、特定の形状には限定されない。例えば、
三方シール、四方シール、ピローパウチタイプ等や、冷間成型により電池内容物を収納す
る凹部を形成したエンボスタイプ等が挙げられる。
【００５７】
　以上説明した工程（Ｉ）～（IV）により、外装材１が得られる。
　なお、外装材１の製造方法は、前記工程（Ｉ）～（IV）を順次実施する方法には限定さ
れない。例えば、工程（II）を行ってから工程（Ｉ）を行ってもよい。また、金属箔層の
両面に腐食防止処理層を設けてもよい。また、工程（III）を行った後に工程（II）を行
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ってもよい。また、腐食防止処理層１４の形成を、シーラント層１６を積層する押出ラミ
ネーションの際にインラインで行ってもよい。
【００５８】
　以上説明した本発明の外装材は、開裂誘導部を有することにより、ヒートシール部の融
着面に剥離のきっかけが生じても、層間剥離又は凝集剥離に誘導して界面剥離が生じるこ
とを抑制できるので、電池内の圧力が持続的に上昇した場合であってもヒートシール部に
破損が生じることを抑制できる。
【００５９】
　なお、本発明の外装材は、前記外装材１には限定されない。例えば、外装材１では、金
属箔層１３における接着樹脂層１５側、すなわち電解液と水分との反応により発生するフ
ッ酸と接する可能性のある側に腐食防止処理層１４が設けられているが、必要に応じて、
金属箔層１３の基材層１１側にも腐食防止処理層を設けてもよい。具体的には、図３に例
示した積層構成を有するリチウムイオン電池用外装材２（以下、「外装材２」という。）
であってもよい。
　外装材２は、基材層１１の一方の面に、成形向上層１２、腐食防止処理層１４、金属箔
層１３、腐食防止処理層１４、接着樹脂層１５、及びシーラント層１６が順次積層された
積層構成を有する外装材である。
【００６０】
　また、基材層と金属箔層の間に、成型向上層の代わりにドライラミネート用の接着剤に
より形成した接着剤層が設けられていてもよい。また、基材層と金属箔層の間に、成型向
上層と前記接着剤層の両方が設けられていてもよい。この場合、接着剤層と成型向上層の
積層構成は、基材層側から、成型向上層／接着剤層という積層順序であってもよく、接着
剤層／成型向上層という積層順序であってもよく、接着剤層／成型向上層／接着剤層とい
う積層順序であってもよい。接着剤層とは成型向上層を別々に設ける場合は、成型向上層
の成分を水、溶剤等の溶媒にて適宜希釈し、塗工、ディッピング、スプレー法等の公知の
方法により成型向上層を形成してもよい。
【００６１】
＜リチウムイオン電池＞
　本発明のリチウムイオン電池は、本発明の外装材を備えたリチウムイオン電池である。
　本発明のリチウムイオン電池は、本発明のリチウムイオン電池用外装材を使用する以外
は公知の形態を採用できる。
　例えば、外装材をシーラント層同士が対向するように重ね合わせ、それら外装材の端縁
部をヒートシールして袋状とし、その内部に電池内容物を収納し、ヒートシールにより密
封する三方シールタイプ、四方シールタイプ、ピローパウチタイプや、外装材を冷間成型
して凹部を形成し、前記凹部に電池内容物を収納し、ヒートシールにより密封するエンボ
スタイプ等が挙げられる。
【００６２】
　本発明のリチウムイオン電池の製造方法は、本発明の外装材を使用する以外は公知の方
法を採用できる。例えば、エンボスタイプであれば、以下の方法が挙げられる。
　本発明の外装材を冷間成型して凹部を形成し、該凹部内に、正極、セパレータ、負極を
収納し、タブが凹部から外部に導出されるようにした後、外装材をシーラント層が対向す
るように重ね合わせ、１辺を残してヒートシールする。その後、開口した１辺から電解液
を注入し、残りの１辺を真空環境下でヒートシールして密封することによりリチウムイオ
ン電池を得る。
　本発明のリチウムイオン電池は、本発明の外装材を備えているので、電池内の圧力が持
続的に上昇した場合であっても、ヒートシール部に破損が生じ難く、長期信頼性に優れて
いる。
【実施例】
【００６３】
　以下、実施例によって本発明を詳細に説明するが、本発明は以下の記載によっては限定
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されない。
＜非相溶系の熱可塑性樹脂による開裂誘導部の形成＞
［使用材料］
　本実施例で使用した材料を以下に示す。
（基材層１１）
　基材フィルムＡ－１：二軸延伸ポリアミドフィルム（厚さ２５μｍ）。
【００６４】
（成型向上層１２）
　混合物Ｂ－１：シラン系カップリング剤（商品名「ＫＢＭ－４０３」、信越シリコーン
社製）と、ポリウレタン系接着剤（商品名「Ａ５２５／Ａ５０」、三井化学ポリウレタン
社製）の混合物。
【００６５】
（金属箔層１３）
　金属箔Ｃ－１：軟質アルミニウム箔８０７９材（厚さ４０μｍ）。
【００６６】
（腐食防止処理層１４）
　処理剤Ｄ－１：フッ化クロム（III）、リン酸及びアクリル系樹脂を固形分比率４０：
２０：４０で混合した混合溶剤からなる塗布型クロメート処理用の処理剤。
【００６７】
（接着樹脂層１５）
　接着樹脂Ｅ－１：無水マレイン酸変性ポリプロピレン樹脂（商品名「アドマー」、三井
化学社製）。
　接着樹脂Ｅ－２：無水マレイン酸変性ポリプロピレン樹脂（商品名「アドマー」、三井
化学社製）に、非相溶系の熱可塑性樹脂であるスチレン系エラストマー（商品名「タフテ
ック」、旭化成社製）を１５質量％となるように分散させた接着樹脂。
　接着樹脂Ｅ－３：無水マレイン酸変性ポリプロピレン樹脂（同上）に、非相溶系の熱可
塑性樹脂（同上）を２質量％となるように分散させた接着樹脂。
　接着樹脂Ｅ－４：無水マレイン酸変性ポリプロピレン樹脂（同上）に、非相溶系の熱可
塑性樹脂（同上）を５０質量％となるように分散させた接着樹脂。
【００６８】
（シーラント層１６）
　フィルムＦ－１：無延伸ポリプロピレンフィルム（厚さ４０μｍ）。
　フィルムＦ－２：ポリプロピレン樹脂に、非相溶系の熱可塑性樹脂を２５質量％となる
ように分散させた無延伸ポリプロピレンフィルム（厚さ４０μｍ）。
　フィルムＦ－３：ポリプロピレン樹脂に、非相溶系の熱可塑性樹脂を２質量％となるよ
うに分散させた無延伸ポリプロピレンフィルム（厚さ４０μｍ）。
　フィルムＦ－４：ポリプロピレン樹脂に、非相溶系の熱可塑性樹脂を６０質量％となる
ように分散させた無延伸ポリプロピレンフィルム（厚さ４０μｍ）。
【００６９】
［外装材の作成］
　金属箔Ｃ－１の一方の面に、処理剤Ｄ－１をマイクログラビアにより塗工し、乾燥ユニ
ットにて１５０～２５０℃で焼き付け処理を施すことで、金属箔層１３上に、腐食防止処
理層１４を積層した。次いで、金属箔層１３の腐食防止処理層１４と反対側の面に、ドラ
イラミネートにより混合物Ｂ－１を使用して基材フィルムＡ－１を貼り合せ、成型性向上
層１７を介して基材層１１を積層した。次いで、得られた積層体の腐食防止処理層１４上
に、押出ラミネート機により接着樹脂を押出して接着樹脂層１５を積層した。その後、シ
ーラント層１６を形成するフィルムを熱ラミネートすることで図１に例示した構成の外装
材を得た。
【００７０】
［評価］
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　各例で得られた外装材２枚をシーラント層１６同士が対向するように重ね合わせ、それ
ら外装材の端縁部を上下からヒートシールバーで挟み、温度１９０℃、圧力１．０ＭＰａ
、時間３秒の条件で、各残膜厚になるようにギャップを設け、シール前の積層部分Ａ（接
着樹脂層１５／シーラント層１６／シーラント層１６／接着樹脂層１５）の膜厚に対する
シール後の積層部分Ａの膜厚変化率が表１に示す値となるようにヒートシールを行った。
その後、ヒートシールした外装材から縦１００ｍｍ×横１５ｍｍの短冊状の試料片を切り
出した。該試料片について、ＪＩＳ　Ｚ１７１３に準拠して、ヒートシール部を一端から
他端に向けて引張速度３００ｍｍ／分で剥離し、シール強度及びバースト強度を測定した
。剥離モードは、剥離面を目視にて確認した。
　評価基準は、以下のとおりである。
　シール強度は、４０Ｎ／１５ｍｍ以上を「○（良）」、４０Ｎ／１５ｍｍ未満を「×（
不良）」とした。バースト強度は、シール強度より１０Ｎ／１５ｍｍ以上大きいものを「
○（良）」、それ未満のものを「×（不良）」とした。また、剥離モードは、層間剥離又
は凝集剥離であるものを「○（良）」、界面剥離であるものを「×（不良）」とした。
【００７１】
［実施例１～６及び比較例１０］
　前記した作成方法により、接着樹脂層１５とシーラント層１６が表１の構成の外装材を
作成し、剥離モード、バースト強度及びシール強度を評価した。
【００７２】
【表１】

【００７３】
　表１に示すように、接着樹脂層１５に非相溶系の熱可塑性樹脂を配合して開裂誘導部と
した実施例１及び２では、剥離モードを層間剥離又は凝集剥離に導くことができ、安定し
た高い剥離強度が得られた。また、シーラント層１６に非相溶系の熱可塑性樹脂を配合し
て開裂誘導部とした実施例３～６では、剥離モードを層間剥離又は凝集剥離に導くことが
でき、安定した高い剥離強度が得られた。
　一方、接着樹脂層１５およびシーラント層１６に本発明の開裂誘導部を形成していない
比較例１～１０では、充分な剥離強度が得られなかった。
【符号の説明】
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【００７４】
　１　リチウムイオン電池用外装材
　１１　基材層
　１２　成型向上層
　１３　金属箔層
　１４　腐食防止処理層
　１５　接着樹脂層
　１６　シーラント層
　１６ａ　シーラント層同士の融着面

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】
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